
1 

入札公告 

 
次のとおり、一般競争入札（最低価格落札方式）に付します。 

 
令和８年１月８日 

公益財団法人 住宅リフォーム・紛争処理支援センター 
理事長  淡 野  博 久 

 
１．調達内容 
⑴ 件名 

マンションリフォームマネジャー試験に係る合格証（カードタイプ）の作成業務 

⑵ 業務概要（詳細は入札説明書による） 
マンションリフォームマネジャー試験の一部合格者に交付する合格証のデザイン及び原版

作成等を行うものである。 

⑶ 仕様及び数量 
   仕様書による。 
⑷ 履行場所 

入札説明書による。 
⑸ 履行期限 

契約の翌日より令和８年５月２９日（金）まで 
ただし、原版の在庫が履行期間終了時点で残存する場合、その分の加工業務が終了   

するまで履行するものとする。 
⑹ 入札方法 

本件は、一般競争入札（最低価格落札方式）とし、財団が定めた予定価格の範囲内で最低の

入札価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 
なお、落札者の決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の10％に相当する額

を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものと

する。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者で

あるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約金額の110分の100に相当する金額を入

札書に記載すること。 
⑺ 入札の実施方法 

入札の実施は、「公益財団法人住宅リフォーム・紛争処理支援センター入札心得」（以下

「入札心得」という。）に定めるところにより実施する。ただし、この入札公告及び入札説

明書により入札心得と異なる取扱いを定めている場合は、この入札公告及び入札説明書の

定めるところによる。 
 
２．競争入札参加資格要件  

競争入札に参加する者は、次に掲げる資格要件をすべて満たす者とする。 
⑴ 次の各号に該当する者は、入札に参加することができない。 
一 契約を締結する能力を有しない者及び破産者で復権を得ない者（特別の理由がある者を除

く。） 
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二 財団から取引停止の通知を受け、当該取引停止期間の終期が到来していない者 
三 暴力団又は暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有する者 

⑵ 過去３年間に本業務と同種、又は類似した業務を実施した実績があること。 
⑶ 契約書案により、当財団と契約を締結することが可能であること。 
⑷ 一都三県（東京都、千葉県、埼玉県、神奈川県）のいずれかに事務所を有すること。 
⑸ 第三者機関による個人情報・情報セキュリティマネジメントシステムに関する認証

（ISO/IEC27001、プライバシーマーク又はこれらと同等の認定）を取得していること。 
⑹ 本業務の実施について、当財団の要求に応じて速やかに対応できる体制を整えていること。 

 
３．入札書の提出場所等 
⑴ 入札説明書、仕様書及び契約書案（以下「入札説明書等」という。）の交付時期及び方法 
【時期】令和８年１月８日（木）～令和８年１月１９日（月） 

  【方法】財団のホームページの｢調達情報｣からダウンロードすること。 
⑵ 入札公告及び入札説明書等についての問い合わせ先 

   公益財団法人 住宅リフォーム・紛争処理支援センター 
                      リフォーム情報部 業務課 担当：深谷、今津 

Mail：reform5144@chord.or.jp   TEL：03-3556-5144 

⑶ 入札公告及び入札説明書等の問い合わせ方法及び質問の受入期日 

・質問等がある場合には、次の期間中に３．⑵の担当にメールで行うこと。 

質問受付期間：令和８年１月８日（木）～１月１５日（木）１２時まで 

・質問に対して回答した内容で、周知すべきと当財団が判断した事項については、令和８

年１月１５日（木）１５時以降に財団のＨＰの「調達情報」で公表する。 

 ⑷ 入札書として提出するもの 
  ①入札金額を記載した書面（入札書） 
  ②入札説明書で記載した資料 
⑸ 入札書の提出期限 

   期限：令和８年１月１９日（月）１２時（必着） 
⑹ 入札書の提出場所 

〒102-0073 東京都千代田区九段北４－１－７ 九段センタービル３階 

公益財団法人 住宅リフォーム・紛争処理支援センター 総務部経理課 契約担当 

⑺ 入札書の提出方法 

入札心得第５条第１項の方法によること。なお、入札書の持参による提出は認めない。 

⑻ 開札の日時 

 令和８年１月１９日（月）１３時 （非公開） 

⑼ 落札者の決定及び通知方法 

本業務に係る要件をすべて満たしている入札者で、最低価格をもって有効な入札を行っ

た者を落札者とする。 

   落札者には、１月２０日（火）以降にメールにて通知する。 

 

４．その他 

⑴ 契約手続において使用する言語及び通貨 

 日本語及び日本国通貨 
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⑵ 入札書の無効及び入札の無効 

 入札心得第７条及び第８条のとおりとする。 

⑶ 低入札価格調査の実施 

入札心得第10条のとおりとする。 

⑷ 落札者の決定方法 

入札心得第11条のとおりとする。 

⑸ 落札結果の連絡等 

入札の結果は、開札日以降全ての応札者に当該応札者に係る結果のみをメールで通知す

る。また、「契約金額」については後日、財団ホームページの「調達情報」で公表する。 

⑹ 手続における交渉の有無  無 

⑺ 契約書作成の要否  要（別添契約書案による。） 

⑻ 個人情報の取扱いに関する覚書の要否  要 

（別添個人情報の取扱いに関する覚書案による。） 

⑼ その他の詳細は、入札説明書及び関係書類による。 

⑽ 本公告及び入札説明書に定めがない場合は、財団ホームページの調達情報で公開する「入

札心得」の定めによる。 

 

以上 


